
昭和四十九年総理府令第六十号

公害健康被害の補償等に関する法律施行規則

公害健康被害補償法（昭和四十八年法律第百十一号）第十八条及び第百三十五条の規定に基づき、並びに同法を実施するため、公害健康

被害補償法施行規則を次のように定める。

（認定の申請）

第一条　公害健康被害の補償等に関する法律（以下「法」という。）第四条第一項又は第二項の認定（第六号、第二項第三号、第二条、第

四条、第六条第一項第六号及び第二項第四号並びに第七条を除き、以下単に「認定」という。）の申請をしようとする者は、次に掲げる

事項を記載した申請書を、都道府県知事又は法第四条第三項の政令で定める市の長（以下「都道府県知事等」という。）に提出しなけれ

ばならない。

一　申請者の氏名、性別、生年月日及び住所

二　認定の申請に係る疾病の名称

三　通勤、通学先等の名称及び所在地

四　健康状態の概要

五　当該疾病について受けている療養の概要

六　法第四条第二項の認定の申請をしようとする者にあつては、第二種地域に係る大気の汚染又は水質の汚濁の影響により発病すること

となつたいきさつ

２　前項の申請書には、次に掲げる書類を添えなければならない。

一　申請者の戸籍の抄本又は住民票の写し

二　認定の申請に係る疾病についての医師の診断書

三　法第四条第一項の認定の申請をしようとする者にあつては、同項各号の一に該当することを証明することができる書類

第二条　法第四条第二項の認定の申請は、次の表の上欄に掲げる区分に従い、それぞれ、同表の下欄に定める都道府県知事等に対してする

ものとする。

一　申請者が申請の当時第二種地域の区域内に住所を有する場合 申請者の住所地を管轄する都道府県知事等

二　申請者が第二種地域の区域内に住所を有したことがある場合（前号に該

当する場合を除く。）

申請者の第二種地域の区域内における最後の住所地を管轄す

る都道府県知事等

三　申請者が前二号に該当しない場合 環境大臣の指定する都道府県知事等

（公害医療手帳の様式）

第三条　公害医療手帳は、様式第一号によるものとする。

（認定都道府県知事等の変更の届出）

第四条　法第四条第六項ただし書の届出は、次に掲げる事項を記載した届書をもつてしなければならない。

一　届出者の氏名、性別、生年月日及び住所

二　届出者が従前法第四条第一項の規定により認定を受けた都道府県知事等の名称

２　前項の届書には、次に掲げる書類を添えなければならない。

一　前項第二号の都道府県知事等の認定に係る公害医療手帳

二　届出に係る都道府県知事等が管轄する第一種地域の区域内に住所を移すことによる届出の場合にあつては、届出者の住民票の写し

三　届出に係る都道府県知事等が管轄する第一種地域の区域内で一日のうち法第四条第一項第二号の政令で定める時間以上の時間を過ご

すことが常態となることによる届出の場合にあつては、その旨を証明することができる書類

（申請中死亡者に係る決定の申請）

第五条　法第五条第一項の決定の申請をしようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書を、認定の申請をした者で認定を受けないで

死亡したもの（以下「申請中死亡者」という。）が認定の申請をした都道府県知事等に提出しなければならない。

一　申請中死亡者の氏名、性別、生年月日及び死亡年月日並びに死亡の当時有していた住所

二　申請中死亡者がした認定の申請の年月日

三　申請者の氏名、生年月日及び住所並びに申請中死亡者との身分関係

四　申請者が申請中死亡者について葬祭を行う者であるときは、その旨

２　前項の申請書には、次に掲げる書類を添えなければならない。

一　申請中死亡者の死亡の事実及び死亡年月日を証明することができる書類

二　申請者が法第三十条第一項に規定する遺族又は法第三十五条第一項各号に掲げる者であるときは、申請者と申請中死亡者との身分関

係を証明することができる戸籍の謄本又は抄本

三　申請者が申請中死亡者と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にあつた者であるときは、その事実を証明すること

ができる書類

四　申請者が申請中死亡者について葬祭を行う者であるときは、その旨を明らかにすることができる書類

（申請前死亡者に係る認定の申請）

第六条　法第六条の認定の申請をしようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書を、都道府県知事等に提出しなければならない。

一　認定の申請をしないで死亡した者（以下「申請前死亡者」という。）の氏名、性別、生年月日及び死亡年月日並びに死亡の当時有し

ていた住所

二　申請前死亡者のかかつていた当該申請に係る疾病の名称

三　申請前死亡者の通勤、通学先等の名称及び所在地

四　申請前死亡者の死亡の当時の健康状態の概要

五　申請前死亡者が当該申請に係る疾病について受けていた療養の概要

六　法第六条の規定により読み替えて適用する法第四条第二項の認定の申請をしようとする者にあつては、申請前死亡者について第二種

地域に係る大気の汚染又は水質の汚濁の影響により発病することとなつたいきさつ

七　申請者の氏名、生年月日及び住所並びに申請前死亡者との身分関係

八　申請者が申請前死亡者について葬祭を行う者であるときは、その旨

２　前項の申請書には、次に掲げる書類を添えなければならない。

一　申請前死亡者の戸籍の抄本又は住民票の写し

二　申請前死亡者の死亡の事実及び死亡年月日を証明することができる書類
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三　申請前死亡者が法第二条第三項の規定により定められた疾病（以下「指定疾病」という。）にかかつていたことを明らかにすること

ができる医師の証明書

四　法第六条の規定により読み替えて適用する法第四条第一項の認定の申請をしようとする者にあつては、申請前死亡者が同項各号の一

に該当することを証明することができる書類

五　申請者が法第三十条第一項に規定する遺族又は法第三十五条第一項各号に掲げる者であるときは、申請者と申請前死亡者との身分関

係を証明することができる戸籍の謄本又は抄本

六　申請者が申請前死亡者と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にあつた者であるときは、その事実を証明すること

ができる書類

七　申請者が申請前死亡者について葬祭を行う者であるときは、その旨を明らかにすることができる書類

第七条　法第六条の規定により読み替えて適用する法第四条第二項の認定の申請は、次の表の上欄に掲げる区分に従い、それぞれ、同表の

下欄に定める都道府県知事等に対してするものとする。

一　申請前死亡者が死亡の当時第二種地域の区域内に住所を有していた場合申請前死亡者の死亡の当時の住所地を管轄する都道府県知事等

二　申請前死亡者が第二種地域の区域内に住所を有したことがある場合（前

号に該当する場合を除く。）

申請前死亡者の第二種地域の区域内における最後の住所地を管

轄する都道府県知事等

三　申請前死亡者が前二号に該当しない場合 環境大臣の指定する都道府県知事等

（認定の更新の申請）

第八条　法第八条第一項又は第八条の二第一項の認定の更新を申請しようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書を、当該認定をし

た都道府県知事等（以下「認定都道府県知事等」という。）に提出しなければならない。

一　認定を受けた者（法第六条の規定による申請に基づいて認定を受けた者を除き、以下「被認定者」という。）の氏名、生年月日及び

住所

二　公害医療手帳の記号番号

三　認定に係る指定疾病（以下「認定疾病」という。）の名称

四　健康状態の概要

五　認定疾病について受けている療養の概要

六　認定の有効期間の満了日

七　法第八条の二第一項の認定の更新を申請しようとする者にあつては、認定の有効期間の満了前に法第八条第一項の規定による申請を

することができなかつた理由

２　前項の申請書には、認定疾病についての医師の診断書を添えなければならない。

３　法第八条第一項の規定による申請は、当該認定の有効期間の満了日の属する月の三月前からすることができる。

４　認定都道府県知事等は、法第八条第二項又は第八条の二第二項の規定により認定を更新したときは、新たに公害医療手帳を交付するも

のとする。

（認定疾病が治つた場合の届出）

第九条　被認定者は、認定疾病が治つたときは、速やかに、認定都道府県知事等にその旨を届け出なければならない。

（死亡の届出）

第十条　被認定者が死亡したときは、戸籍法（昭和二十二年法律第二百二十四号）の規定による死亡の届出義務者は、速やかに、死亡した

者の認定都道府県知事等にその旨を届け出なければならない。ただし、当該被認定者が死亡したことにつき、当該認定都道府県知事等が

地方公共団体情報システム機構から住民基本台帳法（昭和四十二年法律第八十一号）第三十条の九に規定する機構保存本人確認情報（以

下「本人確認情報」という。）の提供を受けることができるときは、この限りでない。

（公害医療手帳の再交付の申請）

第十一条　被認定者は、公害医療手帳を破り、よごし、又は失つたときは、認定都道府県知事等に再交付を申請することができる。

２　被認定者は、前項の申請をしようとするときは、次に掲げる事項を記載した再交付申請書を、認定都道府県知事等に提出しなければな

らない。

一　被認定者の氏名及び住所

二　公害医療手帳の記号番号

三　再交付の申請の理由

３　公害医療手帳を破り、又はよごした被認定者が第一項の申請をする場合には、申請書に、その公害医療手帳を添えなければならない。

４　被認定者は、公害医療手帳の再交付を受けた後、失つた公害医療手帳を発見したときは、速やかに、これを認定都道府県知事等に返還

しなければならない。

（公害医療手帳の返還）

第十二条　被認定者が次の各号の一に該当するに至つたときは、その者又は戸籍法の規定による死亡の届出義務者は、認定都道府県知事等

に、速やかに、公害医療手帳を返還しなければならない。

一　認定疾病が治つたとき

二　死亡したとき

三　法第七条第一項又は第二項に規定する有効期間が満了したとき

四　認定都道府県知事等から認定の取消しを受けたとき

（未支給の補償給付の請求）

第十三条　法第十二条第一項の規定により未支給の補償給付の支給を請求しようとする者は、次に掲げる事項を記載した請求書を、認定都

道府県知事等に提出しなければならない。

一　補償給付を受けることができた者で死亡したもの（以下この条において「支給前死亡者」という。）の氏名、性別及び生年月日

二　請求者の氏名、住所及び支給前死亡者との身分関係

三　未支給の補償給付の種類

四　支給前死亡者が公害医療手帳の交付を受けていたときは、その記号番号

五　支給前死亡者の死亡年月日

２　前項の請求書には、次に掲げる書類その他の資料を添えなければならない。

一　支給前死亡者の死亡の事実及び死亡年月日を証明することができる書類

二　請求者と支給前死亡者との身分関係を証明することができる戸籍の謄本又は抄本
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三　請求者が支給前死亡者と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にあつた者であるときは、その事実を証明すること

ができる書類

四　請求者が支給前死亡者の死亡の当時その者と生計を同じくしていたことを証明することができる書類

五　支給前死亡者が補償給付の支給を請求する場合に提出すべきであつた書類その他の資料でまだ提出していなかつたもの

（損害の
てん

塡補を受けた場合の届出）

第十四条　補償給付を受け、又は受けようとする者は、同一の事由について損害賠償その他の給付等を受けたことにより損害が
てん

塡補された

場合（次条に該当する場合を除く。）は、その受けた損害賠償その他の給付等の額及び内容を認定都道府県知事等に届け出なければなら

ない。

（他の法令による給付等を受けた場合の届出）

第十五条　補償給付を受け、又は受けようとする者は、法第十四条第一項の政令で定める法令の規定により、同一の事由についてその受

け、又は受けようとする補償給付に相当する給付等が支給される場合にあつては、その法令の名称及び給付等の種類並びに既に支給を受

けたものがあるときはその支給を受けた額を、認定都道府県知事等に届け出なければならない。

（公害医療機関とならない旨の申出）

第十六条　法第二十条の規定により公害医療機関とならない旨を申し出ようとする者は、次に掲げる事項を記載した申出書を、都道府県知

事等に提出しなければならない。

一　病院、診療所、訪問看護ステーション等（健康保険法（大正十一年法律第七十号）第八十八条第一項に規定する指定訪問看護事業

者、介護保険法（平成九年法律第百二十三号）第四十一条第一項に規定する指定居宅サービス事業者（同法第八条第四項に規定する訪

問看護を行う者に限る。）、同法第四十二条の二第一項に規定する指定地域密着型サービス事業者（同法第八条第十五項第一号に規定す

る定期巡回・随時対応型訪問介護看護を行う者及び同法第八条第二十三項に規定する複合型サービス（同法第八条第四項に規定する訪

問看護を含む組合せにより提供されるものに限る。）を行う者に限る。）又は同法第五十三条第一項に規定する指定介護予防サービス事

業者（同法第八条の二第三項に規定する介護予防訪問看護を行う者に限る。）が当該指定に係る訪問看護事業、居宅サービス事業、地

域密着型サービス事業又は介護予防サービス事業を行う事業所をいう。以下同じ。）又は薬局の名称及び所在地

二　開設者の氏名又は名称及び住所又は所在地

（公害医療機関の標示）

第十七条　公害医療機関は、その病院、診療所、訪問看護ステーション等又は薬局の見やすい箇所に、公害医療機関である旨を標示するも

のとする。

（環境省令で定める病院若しくは診療所又は薬局）

第十七条の二　法第二十条第三号に規定する環境省令で定める病院若しくは診療所（これらに準ずるものを含む。）又は薬局は、次に掲げ

るものとする。

一　健康保険法第八十八条第一項に規定する指定訪問看護事業者

二　介護保険法第八条第二十八項に規定する介護老人保健施設及び同条第二十九項に規定する介護医療院

三　介護保険法第四十一条第一項に規定する指定居宅サービス事業者（同法第八条第四項に規定する訪問看護を行う者に限る。）、同法第

四十二条の二第一項に規定する指定地域密着型サービス事業者（同法第八条第十五項第一号に規定する定期巡回・随時対応型訪問介護

看護を行う者及び同法第八条第二十三項に規定する複合型サービス（同法第八条第四項に規定する訪問看護を含む組合せにより提供さ

れるものに限る。）を行う者に限る。）及び同法第五十三条第一項に規定する指定介護予防サービス事業者（同法第八条の二第三項に規

定する介護予防訪問看護を行う者に限る。）

（療養費の請求）

第十八条　療養費の支給を請求しようとする者は、次に掲げる事項を記載した請求書を、認定都道府県知事等に提出しなければならない。

一　被認定者の氏名、生年月日及び住所

二　公害医療手帳の記号番号

三　認定疾病の名称

四　当該療養費の支給の請求に係る疾病の名称及び療養の内容

五　療養に要した費用の額

六　療養の給付を受けなかつた理由

２　前項第四号及び第五号に掲げる事項については、医師その他の診療、薬剤の支給又は手当を行つた者の証明を受けなければならない。

ただし、移送に要した費用の額については、この限りでない。

３　第一項第五号の額が移送に要した費用の額を含むものであるときは、当該費用の額を証明することができる書類を、同項の請求書に添

えなければならない。

（障害補償費の請求）

第十九条　障害補償費の支給を請求しようとする者（次条第一項の規定に該当する者を除く。）は、次に掲げる事項を記載した請求書を、

認定都道府県知事等に提出しなければならない。

一　被認定者の氏名、性別、生年月日及び住所

二　公害医療手帳の記号番号

三　認定疾病の名称

四　他の指定疾病に係る障害補償費を受け、又は受けようとする者にあつては、その旨及び当該他の指定疾病の名称並びにその選択する

障害補償費

２　前項の請求書には、当該認定疾病に係る障害の状態に関する医師の診断書を添え、必要があるときは、障害の状態の証明に関するエッ

クス線写真その他の資料を添えなければならない。

第二十条　認定前に障害補償費の支給を請求しようとする者は、次に掲げる事項を記載した請求書を、認定の申請をした都道府県知事等に

提出しなければならない。

一　請求者の氏名、性別、生年月日及び住所

二　認定の申請に係る疾病の名称

三　他の指定疾病に係る障害補償費を受け、又は受けようとする者にあつては、その旨及び当該他の指定疾病の名称並びにその選択する

障害補償費

２　前項の請求書には、当該認定の申請に係る疾病についての障害の状態に関する医師の診断書を添え、必要があるときは、障害の状態の

証明に関するエックス線写真その他の資料を添えなければならない。
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（二以上の障害補償費を受けることとなつた場合の届出）

第二十一条　一の認定疾病に係る障害補償費の支給を受けることができる者は、他の認定疾病に係る障害補償費の支給を受けることとなつ

たときは、当該一の認定疾病に係る障害補償費の支給を行う認定都道府県知事等にその旨を届け出なければならない。

（障害補償費の額の改定請求）

第二十二条　法第二十八条第三項の規定による障害補償費の額の改定を請求しようとする者は、次に掲げる事項を記載した請求書を、認定

都道府県知事等に提出しなければならない。

一　被認定者の氏名、性別、生年月日及び住所

二　公害医療手帳の記号番号

三　認定疾病の名称

四　被認定者が現に支給を受けている障害補償費に係る障害の程度

２　前項の請求書には、当該認定疾病に係る障害の状態に関する医師の診断書を添え、必要があるときは、障害の状態の証明に関するエッ

クス線写真その他の資料を添えなければならない。

（遺族補償費の請求）

第二十三条　遺族補償費の支給を請求しようとする者（次条第一項、第二十五条第一項又は第二十七条第一項の規定に該当する者を除く。）

は、次に掲げる事項を記載した請求書を、認定都道府県知事等に提出しなければならない。

一　死亡した被認定者又は法第六条の規定による申請に基づいて行われた認定に係る死亡者（以下「認定死亡者」という。）の氏名、性

別、生年月日及び死亡の当時有していた住所

二　請求者及び請求者以外の遺族補償費を受けることができる遺族の氏名、生年月日及び住所並びに死亡した被認定者又は認定死亡者と

の身分関係

三　認定疾病の名称（死亡した被認定者又は認定死亡者が他の指定疾病にかかつていたときは、認定疾病及び他の指定疾病の名称）

四　死亡した被認定者が公害医療手帳の交付を受けていたときは、その記号番号

五　被認定者又は認定死亡者の死亡年月日

２　前項の請求書には、次に掲げる書類を添えなければならない。

一　被認定者又は認定死亡者の死亡の事実及び死亡年月日並びに認定疾病に起因して死亡したことを証明することができる書類

二　請求者と死亡した被認定者又は認定死亡者との身分関係を証明することができる戸籍の謄本又は抄本

三　請求者が死亡した被認定者又は認定死亡者と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にあつた者であるときは、その

事実を証明することができる書類

四　請求者（被認定者又は認定死亡者の死亡の当時胎児であつた子を除く。）が被認定者又は認定死亡者の死亡の当時又は認定の申請の

当時その者によつて生計を維持していたことを証明することができる書類

第二十四条　申請中死亡者（被認定者となつた者を除く。この条、第二十九条及び第三十七条において同じ。）又は申請前死亡者（認定死

亡者となつた者を除く。この条、第二十九条及び第三十七条において同じ。）に係る遺族補償費の支給を請求しようとする者は、次に掲

げる事項を記載した請求書を、当該申請中死亡者又は申請前死亡者についての認定の申請に係る都道府県知事等に提出しなければならな

い。

一　申請中死亡者又は申請前死亡者の氏名、性別、生年月日及び死亡の当時有していた住所

二　請求者及び請求者以外の遺族補償費を受けることができる遺族の氏名、生年月日及び住所並びに申請中死亡者又は申請前死亡者との

身分関係

三　認定の申請に係る疾病の名称（申請中死亡者又は申請前死亡者が他の指定疾病にかかつていたときは、認定の申請に係る疾病及び他

の指定疾病の名称）

四　申請中死亡者又は申請前死亡者の死亡年月日

２　前項の請求書には、次に掲げる書類を添えなければならない。

一　申請中死亡者又は申請前死亡者の死亡の事実及び死亡年月日並びに認定の申請に係る疾病に起因して死亡したことを証明することが

できる書類

二　請求者と申請中死亡者又は申請前死亡者との身分関係を証明することができる戸籍の謄本又は抄本

三　請求者が申請中死亡者又は申請前死亡者と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にあつた者であるときは、その事

実を証明することができる書類

四　請求者（申請中死亡者又は申請前死亡者の死亡の当時胎児であつた子を除く。）が申請中死亡者又は申請前死亡者の死亡の当時又は

認定の申請の当時その者によつて生計を維持していたことを証明することができる書類

第二十五条　被認定者又は認定死亡者の死亡の当時胎児であつた子は、当該被認定者又は認定死亡者の死亡に係る遺族補償費を受けること

ができるその他の遺族が既に遺族補償費の支給の決定を受けた後に遺族補償費の支給を請求しようとするときは、次に掲げる事項を記載

した請求書を、認定都道府県知事等に提出しなければならない。

一　死亡した被認定者又は認定死亡者の氏名、性別及び生年月日

二　請求者の氏名、生年月日及び住所並びに死亡した被認定者又は認定死亡者との続柄

三　死亡した被認定者又は認定死亡者に係る遺族補償費の支給を受けている遺族の氏名、生年月日及び住所

２　前項の請求書には、請求者と死亡した被認定者又は認定死亡者との続柄を証明することができる戸籍の謄本又は抄本を添えなければな

らない。

（遺族補償費が支給されなくなる場合の届出）

第二十六条　遺族補償費を受けることができる者は、法第三十三条各号（同条第一号を除く。第二号において同じ。）の一に該当するに至

つたときは、速やかに、次に掲げる事項を記載した届書を、その支給に係る都道府県知事等に提出しなければならない。

一　遺族補償費を受けることができる者の氏名、生年月日及び住所

二　法第三十三条各号の一に該当することとなつた年月日及びその事由

２　遺族補償費を受けることができる者が死亡したときは、戸籍法の規定による死亡の届出義務者は、速やかに、その死亡した者の死亡の

事実及び死亡年月日を証明することができる書類を添えて、当該遺族補償費の支給に係る都道府県知事等にその旨を届け出なければなら

ない。ただし、当該遺族補償費を受けることができる者が死亡したことにつき、当該都道府県知事等が地方公共団体情報システム機構か

ら本人確認情報の提供を受けることができるときは、この限りでない。

（後順位者からの遺族補償費の請求）

第二十七条　法第三十四条後段の規定により遺族補償費の支給を請求しようとする者は、次に掲げる事項を記載した請求書を、認定都道府

県知事等に提出しなければならない。
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一　死亡した被認定者又は認定死亡者の氏名、性別及び生年月日

二　請求者及び請求者以外の遺族補償費を受けることができる遺族の氏名、生年月日及び住所並びに死亡した被認定者又は認定死亡者と

の身分関係

三　死亡した被認定者又は認定死亡者に係る遺族補償費の支給を受けることができた者の氏名、生年月日及び住所又は死亡の当時有して

いた住所並びにその者が法第三十三条各号の一に該当するに至つた年月日及びその事由

２　前項の請求書には、次に掲げる書類を添えなければならない。

一　請求者と死亡した被認定者又は認定死亡者との身分関係を証明することができる戸籍の謄本又は抄本

二　請求者（被認定者又は認定死亡者の死亡の当時胎児であつた子を除く。）が被認定者又は認定死亡者の死亡の当時又は認定の申請の

当時その者によつて生計を維持していたことを証明することができる書類

（遺族補償一時金の請求）

第二十八条　法第三十五条第一項の規定により遺族補償一時金の支給を請求しようとする者（次条第一項の規定に該当する者を除く。）は、

次に掲げる事項を記載した請求書を、認定都道府県知事等に提出しなければならない。

一　死亡した被認定者又は認定死亡者の氏名、性別、生年月日及び死亡の当時有していた住所

二　請求者及び請求者以外の遺族補償一時金を受けることができる者の氏名、生年月日及び住所並びに死亡した被認定者又は認定死亡者

との身分関係

三　認定疾病の名称（死亡した被認定者又は認定死亡者が他の指定疾病にかかつていたときは、認定疾病及び他の指定疾病の名称）

四　死亡した被認定者が公害医療手帳の交付を受けていたときは、その記号番号

五　被認定者又は認定死亡者の死亡年月日

２　前項の請求書には、次に掲げる書類を添えなければならない。

一　被認定者又は認定死亡者の死亡の事実及び死亡年月日並びに認定疾病に起因して死亡したことを証明することができる書類

二　請求者と死亡した被認定者又は認定死亡者との身分関係を証明することができる戸籍の謄本又は抄本

三　請求者が死亡した被認定者又は認定死亡者と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にあつた者であるときは、その

事実を証明することができる書類

四　請求者が被認定者又は認定死亡者の死亡の当時又は認定の申請の当時その者によつて生計を維持していた者であるときは、その事実

を証明することができる書類

第二十九条　申請中死亡者又は申請前死亡者に係る遺族補償一時金の支給を請求しようとする者は、次に掲げる事項を記載した請求書を、

当該申請中死亡者又は申請前死亡者についての認定の申請に係る都道府県知事等に提出しなければならない。

一　申請中死亡者又は申請前死亡者の氏名、性別、生年月日及び死亡の当時有していた住所

二　請求者及び請求者以外の遺族補償一時金を受けることができる者の氏名、生年月日及び住所並びに申請中死亡者又は申請前死亡者と

の身分関係

三　認定の申請に係る疾病の名称（申請中死亡者又は申請前死亡者が他の指定疾病にかかつていたときは、認定の申請に係る疾病及び他

の指定疾病の名称）

四　申請中死亡者又は申請前死亡者の死亡年月日

２　前項の請求書には、次に掲げる書類を添えなければならない。

一　申請中死亡者又は申請前死亡者の死亡の事実及び死亡年月日並びに認定の申請に係る疾病に起因して死亡したことを証明することが

できる書類

二　請求者と申請中死亡者又は申請前死亡者との身分関係を証明することができる戸籍の謄本又は抄本

三　請求者が申請中死亡者又は申請前死亡者と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にあつた者であるときは、その事

実を証明することができる書類

四　請求者が申請中死亡者又は申請前死亡者の死亡の当時又は認定の申請の当時その者によつて生計を維持していた者であるときは、そ

の事実を証明することができる書類

第三十条　法第三十五条第三項の規定により遺族補償一時金の支給を請求しようとする者は、次に掲げる事項を記載した請求書を、認定都

道府県知事等に提出しなければならない。

一　死亡した被認定者又は認定死亡者の氏名、性別及び生年月日

二　請求者及び請求者以外の遺族補償一時金を受けることができる者の氏名、生年月日及び住所並びに死亡した被認定者又は認定死亡者

との身分関係

三　死亡した被認定者又は認定死亡者に係る遺族補償費の支給を受けることができた者の氏名、生年月日及び住所又は死亡の当時有して

いた住所並びにその者が法第三十三条各号の一に該当するに至つた年月日及びその事由

２　前項の請求書には、次に掲げる書類を添えなければならない。

一　請求者と死亡した被認定者又は認定死亡者との身分関係を証明することができる戸籍の謄本又は抄本

二　請求者が死亡した被認定者又は認定死亡者と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にあつた者であるときは、その

事実を証明することができる書類

三　請求者が被認定者又は認定死亡者の死亡の当時又は認定の申請の当時その者によつて生計を維持していた者であるときは、その事実

を証明することができる書類

（児童補償手当の請求）

第三十一条　児童補償手当の支給を請求しようとする者（次条第一項の規定に該当する者を除く。）は、次に掲げる事項を記載した請求書

を、認定都道府県知事等に提出しなければならない。

一　被認定者の氏名、生年月日及び住所

二　請求者の氏名、生年月日及び住所

三　公害医療手帳の記号番号

四　認定疾病の名称

五　他の指定疾病に係る児童補償手当の支給を受け、又は受けようとする者にあつては、その旨及び当該他の指定疾病の名称並びにその

選択する児童補償手当

２　前項の請求書には、次に掲げる書類その他の資料を添えなければならない。

一　被認定者の当該認定疾病に係る障害の状態に関する医師の診断書及び必要があるときは障害の状態の証明に関するエックス線写真そ

の他の資料

二　被認定者の属する世帯の全員の住民票の写し

5



三　被認定者を養育していることを証明することができる書類

第三十二条　認定前に児童補償手当の支給を請求しようとする者は、次に掲げる事項を記載した請求書を、認定の申請をした都道府県知事

等に提出しなければならない。

一　認定の申請をした者の氏名、生年月日及び住所

二　請求者の氏名、生年月日及び住所

三　認定の申請に係る疾病の名称

四　他の指定疾病に係る児童補償手当を受け、又は受けようとする者にあつては、その旨及び当該他の指定疾病の名称並びにその選択す

る児童補償手当

２　前項の請求書には、次に掲げる書類その他の資料を添えなければならない。

一　認定の申請をした者の当該認定の申請に係る疾病についての障害の状態に関する医師の診断書及び必要があるときは障害の状態の証

明に関するエックス線写真その他の資料

二　認定の申請をした者の属する世帯の全員の住民票の写し

三　認定の申請をした者を養育していることを証明することができる書類

（二以上の児童補償手当を受けることとなつた場合の届出）

第三十三条　一の認定疾病に係る児童補償手当の支給を受けることができる者は、他の認定疾病に係る児童補償手当の支給を受けることと

なつたときは、当該一の認定疾病に係る児童補償手当の支給を行う認定都道府県知事等にその旨を届け出なければならない。

（児童補償手当の額の改定請求）

第三十四条　法第三十九条第三項において準用する法第二十八条第三項の規定による児童補償手当の額の改定を請求しようとする者は、次

に掲げる事項を記載した請求書を、認定都道府県知事等に提出しなければならない。

一　被認定者の氏名、生年月日及び住所

二　請求者の氏名、生年月日及び住所

三　公害医療手帳の記号番号

四　認定疾病の名称

五　請求者が現に受けている児童補償手当の支給に係る被認定者の障害の程度

２　前項の請求書には、当該認定疾病に係る障害の状態に関する医師の診断書を添え、必要があるときは、障害の状態の証明に関するエッ

クス線写真その他の資料を添えなければならない。

（療養手当の請求）

第三十五条　療養手当の支給を請求しようとする者は、法第十九条第一項第一号から第五号までの療養を受けた各月分につき、次に掲げる

事項を記載した請求書を、認定都道府県知事等に提出しなければならない。

一　被認定者の氏名、生年月日及び住所

二　公害医療手帳の記号番号

三　認定疾病の名称

四　療養を受けた日の属する月

五　その月において法第十九条第一項第一号から第四号までの療養を受けることを要した日数及び同項第五号の療養を受けることを要し

た日数

六　被認定者が療養を受けた病院、診療所、訪問看護ステーション等又は薬局その他の者の氏名又は名称及び住所又は所在地

２　前項の請求書には、同項第四号及び第五号の事実を証明することができる書類を添えなければならない。

（葬祭料の請求）

第三十六条　葬祭料の支給を請求しようとする者（次条第一項の規定に該当する者を除く。）は、次に掲げる事項を記載した請求書を、認

定都道府県知事等に提出しなければならない。

一　死亡した被認定者又は認定死亡者の氏名、生年月日及び死亡の当時有していた住所

二　請求者の氏名、生年月日及び住所並びに死亡した被認定者又は認定死亡者との関係

三　認定疾病の名称（死亡した被認定者又は認定死亡者が他の指定疾病にかかつていたときは、認定疾病及び他の指定疾病の名称）

四　死亡した被認定者が公害医療手帳の交付を受けていたときは、その記号番号

五　被認定者又は認定死亡者の死亡年月日

２　前項の請求書には、次に掲げる書類を添えなければならない。

一　被認定者又は認定死亡者の死亡の事実及び死亡年月日並びに認定疾病に起因して死亡したことを証明することができる書類

二　請求者が死亡した被認定者又は認定死亡者について葬祭を行う者であることを明らかにすることができる書類

第三十七条　申請中死亡者又は申請前死亡者に係る葬祭料の支給を請求しようとする者は、次に掲げる事項を記載した請求書を、当該申請

中死亡者又は申請前死亡者についての認定の申請に係る都道府県知事等に提出しなければならない。

一　申請中死亡者又は申請前死亡者の氏名、生年月日及び死亡の当時有していた住所

二　請求者の氏名、生年月日及び住所並びに申請中死亡者又は申請前死亡者との関係

三　認定の申請に係る疾病の名称（申請中死亡者又は申請前死亡者が他の指定疾病にかかつていたときは、認定の申請に係る疾病及び他

の指定疾病の名称）

四　申請中死亡者又は申請前死亡者の死亡年月日

２　前項の請求書には、次に掲げる書類を添えなければならない。

一　申請中死亡者又は申請前死亡者の死亡の事実及び死亡年月日並びに認定の申請に係る疾病に起因して死亡したことを証明することが

できる書類

二　請求者が申請中死亡者又申請前死亡者について葬祭を行う者であることを明らかにすることができる書類

（認定及び補償給付に関する処分の通知）

第三十八条　都道府県知事等は、認定又は補償給付に関する処分を行つたときは、速やかに、文書でその内容を申請者、請求者又は補償給

付の支給を受けることができる者若しくは補償給付の支給を受けることができる者であつたものに通知しなければならない。

（氏名等の変更の届出）

第三十九条　被認定者又は遺族補償費若しくは児童補償手当の支給を受けることができる者は、氏名又は住所を変更したときは、次に掲げ

る事項を記載した届書を、速やかに、認定都道府県知事等又は遺族補償費若しくは児童補償手当の支給に係る都道府県知事等に提出しな

ければならない。

一　変更前の氏名又は住所及び変更後の氏名又は住所
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二　変更の年月日及びその事由

三　被認定者又は遺族補償費若しくは児童補償手当の支給に係る被認定者が公害医療手帳の交付を受け、又は受けていたときは、その記

号番号

２　前項の届書には、同項第一号に係る事実を証明することができる書類及び被認定者にあつては、公害医療手帳を添えなければならな

い。

（添付書類の省略）

第四十条　この省令の規定により同時に二以上の申請書、請求書又は届書を提出する場合において、一の申請書、請求書又は届書に添えな

ければならない書類により、他の申請書、請求書又は届書に添えなければならない書類に係る事項を明らかにすることができるときは、

他の申請書、請求書又は届書の余白にその旨を記載して、他の申請書、請求書又は届書に添えなければならない当該書類は省略すること

ができる。同一の世帯に属する二人以上の者が同時に申請書、請求書又は届書を提出する場合における他方の申請書、請求書又は届書に

ついても、同様とする。

２　前項に規定する場合のほか、都道府県知事等は、特に必要がないと認めるときは、この省令の規定により申請書、請求書又は届書に添

えなければならない書類を省略させることができる。

（最初の審理の期日等の通知）

第四十一条　法第百二十七条の規定による通知は、最初の審理の期日に係るものについては、少なくともその期日の七日前までに到達する

ように、文書でしなければならない。

（審理の非公開の申立て）

第四十二条　法第百二十八条ただし書の規定による審理の非公開の申立ては、文書で、又は審理期日において口頭でしなければならない。

２　前項の規定により文書で審理の非公開の申立てをしようとするときは、申立書に次に掲げる事項を記載し、申立人が記名しなければな

らない。

一　事件の表示

二　申立ての趣旨及び理由

三　申立ての年月日

四　申立人の氏名又は名称及び住所

（調書）

第四十三条　法第百三十二条第一項に規定する調書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。

一　事件の表示

二　審理の期日及び場所

三　出席した審査長及び審査員の氏名

四　出頭した当事者又は代理人の氏名

五　審理の期日における経過

六　その他重要な事項

２　調書は、公害健康被害補償不服審査会の庶務を処理する環境省の職員が作成し、作成年月日を記載した上、作成者及び審理に出席した

審査長又は審査員がこれに記名しなければならない。

（調書の閲覧）

第四十四条　法第百三十二条第二項の規定により調書の閲覧の許可を得ようとする者は、次に掲げる事項を記載し記名した文書を、公害健

康被害補償不服審査会に提出しなければならない。

一　事件の表示

二　閲覧請求の趣旨及び理由

三　閲覧請求の年月日

四　閲覧請求人の氏名又は名称及び住所

２　法第百三十二条第二項の規定による調書の閲覧をする者は、場所、時間その他閲覧に関し公害健康被害補償不服審査会の定めるところ

により、閲覧しなければならない。

（証明書の様式）

第四十五条　法第百三十九条第二項及び法第百四十条第二項の証明書は、様式第二号によるものとする。

附　則

（施行期日）

１　この府令は、法の施行の日（昭和四十九年九月一日）から施行する。

（公害に係る健康被害の救済に関する特別措置法施行規則の廃止）

２　公害に係る健康被害の救済に関する特別措置法施行規則（昭和四十五年厚生省令第三号）は、廃止する。

附　則　（昭和六〇年三月一日総理府令第三号）

この府令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和六三年二月二九日総理府令第五号）

この府令は、昭和六十三年三月一日から施行する。

附　則　（平成元年五月二日総理府令第二二号）

この府令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成五年一〇月二九日総理府令第四九号）

この府令は、平成六年四月一日から施行する。

附　則　（平成六年九月二八日総理府令第五四号）

この府令は、平成六年十月一日から施行する。

附　則　（平成七年五月一一日総理府令第二七号）

この府令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成一二年八月一四日総理府令第九四号）　抄

１　この府令は、内閣法の一部を改正する法律（平成十一年法律第八十八号）の施行の日（平成十三年一月六日）から施行する。

附　則　（平成一四年一〇月一日環境省令第二一号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成一五年三月二六日環境省令第八号）
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この省令は、平成十五年四月一日から施行する。

附　則　（平成一六年四月一日環境省令第一一号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、平成十六年四月一日から施行する。

附　則　（平成一八年四月三日環境省令第一四号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成一八年九月二九日環境省令第二九号）

この省令は、平成十八年十月一日から施行する。

附　則　（平成一九年四月二〇日環境省令第一一号）

（施行期日）

第一条　この省令は、公布の日から施行する。

（経過措置）

第二条　この省令の施行の際現にあるこの省令による改正前の様式による証明書は、この省令による改正後の様式によるものとみなす。

２　この省令の施行の際現にあるこの省令による改正前の様式により調製した用紙は、この省令の施行後においても当分の間、これを取り

繕って使用することができる。

附　則　（平成二四年三月二九日環境省令第四号）

（施行期日）

１　この省令は、健康保険法等の一部を改正する法律の一部の施行の日（平成二十四年四月一日）から施行する。

（経過措置）

２　健康保険法等の一部を改正する法律第二十六条の規定の施行の際現に同条の規定による改正前の介護保険法（平成九年法律第百二十三

号）第四十八条第一項第三号の指定を受けている同法第八条第二十六項に規定する介護療養型医療施設については、第一条の規定による

改正前の公害健康被害の補償等に関する法律施行規則の規定及び第二条の規定による改正前の環境省関係石綿による健康被害の救済に関

する法律施行規則の規定は、平成三十六年三月三十一日までの間、なおその効力を有する。

附　則　（平成二四年三月二九日環境省令第五号）

この省令は、介護サービスの基盤強化のための介護保険法等の一部を改正する法律の施行の日（平成二十四年四月一日）から施行す

る。

附　則　（平成二六年三月一一日環境省令第六号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成二七年三月二三日環境省令第八号）

この省令は、地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律の一部の施行の日（平成二十

七年四月一日）から施行する。

附　則　（平成二八年三月二九日環境省令第二号）

この省令は、地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律附則第一条第六号に掲げる規

定の施行の日（平成二十八年四月一日）から施行する。

附　則　（平成三〇年三月三〇日環境省令第三号）

この省令は、地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律の施行の日（平成三十年四月一日）から施行す

る。

附　則　（令和二年一二月二八日環境省令第三一号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（令和三年一二月一六日環境省令第一九号）

この省令は、公布の日から施行する。
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様式第１号（第３条関係）

  

様式第１号（第３条関係） 
              （表紙）             （１ページ） 
┌─────────────────┐┌─────────────────┐ 
│                 ││                 │ 
│         記号番号    ││ 交付  年  月  日     │ 
│                 ││                 │ 
│                 ││    都道府県知事（市長）  │ 
│     公害医療手帳      ││┌─┬──┬─┬────────┐│ 
│                 │││ │  │男│明治      ││ 
│                 │││ │  │・│大正 年 月 日生││ 
│  認  定  年  月  日  │││ │  │ │昭和      ││ 
│                 │││ │  │女│平成      ││ 
│                 ││├─┼──┴─┴────────┤│ 
│  有効期間  年  月  日から│││ │             ││ 
│                 │││住│ (  年  月  日変更)││ 
│                 │││ │             ││ 
│                 │││ │             ││ 
│        年  月  日まで│││ │ (  年  月  日変更)││ 
│                 │││ │             ││ 
│                 │││所│             ││ 
│                 │││ │ (  年  月  日変更)││ 
│                 ││├─┼─────────────┤│ │                 │││ │             ││ 
│       氏名        │││認│             ││ 
│                 │││定│             ││ 
│                 │││疾│             ││ 
│                 │││病│             ││ 
│                 │││の│             ││ 
│ （都道府県市名）        │││名│             ││ 
│                 │││称│             ││ 
│                 ││└─┴─────────────┘│ 
└─────────────────┘└─────────────────┘ 
 （２ページ以降のページ（最後のペ 
 ージを除く。））                     （最後のページ） 
┌─────────────────┐ 
│                 │ 
│     治 療 記 録     │ 
│                 │ 
│┌───┬───┬───────┐│ 
││   │入 院│公害医療機関の││ 
││治 療│入院外│名     称││ 
││年月日│の 別│       ││ 
│├───┼───┼───────┤│ 
││   │   │       ││ 
│├───┼───┼───────┤│ 
││   │   │       ││ 
│├───┼───┼───────┤││ 
││   │   │       ││ 
│├───┼───┼───────┤│ 
││   │   │       ││ 
│├───┼───┼───────┤│ 
││   │   │       ││ 
│├───┼───┼───────┤│ 
││   │   │       ││ 
│├───┼───┼───────┤│ 
││   │   │       ││ 
│├───┼───┼───────┤│ 
││   │   │       ││ 
│├───┼───┼───────┤│ 
││   │   │       ││ 
│├───┼───┼───────┤│ 
││   │   │       ││ 
│└───┴───┴───────┘│ 
│                 │ 
│                 │ 
└─────────────────┘ 

 備考 用紙の大きさはＡ列６番とすること。 

  

 

ふり
がな

氏名

┌─────────────────┐ 
│                 │ 
│    この手帳について     │ 
│                 │ 
│１ 認定疾病について治療を受けると│ 
│ きは、この手帳を病院や診療所等の│ 
│ 公害医療機関に提示してください。│ 
│                 │ 
│２ 認定疾病について治療を受けたと│ 
│ きは、この手帳の治療記録の欄に記│ 
│ 入してください。        │ 
│                 │ 
│３ この手帳の１ページに記入してあ│ 
│ る事項に変更があつたときは、この│ 
│ 手帳を添えて届け出てください。 │ 
│                 │ 
│４ この手帳を他人に貸したり、譲つ│ 
│ たりしてはいけません。     │ 
│                 │ 
│５ この手帳は、無くさないように、│ 
│ 大切にお持ちください。もし、破つ│ 
│ たり、無くしたり、汚したときなど│ 
│ は、再交付を申請してください。 │ 
│                 │ 
│６ 認定疾病が治つたとき、この手帳│ 
│ の有効期間が来たとき、認定の取消│ 
│ しを受けたとき、又は被認定者が死│ 
│ 亡したときには、この手帳をすぐに│ 
│ 返還してください。       │ 
│                 │ 
└─────────────────┘ 
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様式第２号　（１）（第４５条関係）

様式第２号（１）(第45条関係） 
                （表 面） 
┌───────────────────────────────────┐ 
│                            第     号│ 
│                                   │ 
│                            年 月 日発行│ 
│                                   │ 
│                                   │ 
│                      身 分 証 明 書    │ 
│                                   │ 
│                                   │ 
│                         官職及び氏名    │ 
│                                   │ 
│                                   │ 
│                            年 月 日生 │ 
│                                   │ 
│                                   │ 
│                                   │ 
│                                   │ 
│                                   │ 
│                                   │ 
│                                   │ 
│                   上記の者は、公害健康被害の補償等│ 
│                  に関する法律第139条第１項 の 規 定 に│ 
│                  よる立入検査に従事する職員であるこ│ 
│                  とを証明する。          │ 
│                                   │ 
│                          都道府県知事  │ 
│                          又は政令市長   │ 
│                                   │ 
└───────────────────────────────────┘ 
                （裏 面） 
┌───────────────────────────────────┐ │                                   │ │                                   │ 
│   公害健康被害の補償等に                     │ │                                   │ │   関する法律抜粋                         │ 
│                                   │ │                                   │ │                                   │ 
│ （公害医療機関に対する報告の徴収 ４ 公害医療機関が、第１項の規定に │                                   │ │ 等）                より報告若しくは診察録その他の帳│ 
│                                   │ │                   簿書類の提出若しくは提示を求めら│ │第139条 都道府県知事 は、療 養 の 給                   
│                   れて、正当な理由がなくこれに従わ│ │ 付に関し必要が あ る と 認 め る と き                    │                   ず、若しくは虚偽の報告をし、又は│ 
│ は、公害医療機関に対し報告若しく                  │ │                   公害医療機関の開設者若しくは管理 │ は診療録その他の帳簿書類の提出若                  │ 
│                   者、医師、薬剤 師 そ の 他 の 従 業 者│ │ しくは提示を求め、公害医療機関の                  │ │                   が、同項の規定により出頭を求めら│ 
│ 開設者若しくは管理者、医師、薬剤                  │ │                   れて、正当な理由がなくこれに従わ│ │ 師その他の従業者に対して出頭を求                  │ 
│                   ず、同項の規定 に よ る 質 問 に 対 し│ │ め、又はその職員に、公害医療機関                  │ │                   て、正当な理由がなく答弁せず、若│ 
│ の施設に立ち入り、関係者に質問さ                  │ │                   しくは虚偽の答弁をし、若しくは同│ │ せ、若しくはその設備若しくは診療                  │ 
│                   項の規定による検査を拒み、妨げ、│ │ 録、帳簿書類その他の物件を検査さ                  │ │                   若しくは忌避したときは、都道府県│ 
│ せることができる。                         │ │                   知事は、当該公害医療機関に対する│ │                                   │ 
│２ 前項の規定により検査をする職員  診療報酬の支払を一時差し止めるこ │                                   │ │ は、その身分を示す証明 書 を 携 帯  とができる。          │ 
│                                   │ │ し、関係人に提示しなければならな                  │ │                                   │ 
│ い。                                │ │                                   │ │                                   │ 
│３ 第１項の規定による検 査 の 権 限                  │ │                                    │ は、犯罪捜査のために認められたも                  │ 
│                                    │ のと解してはならない。                       │ │                                   │ 
└───────────────────────────────────┘ 

  備考 用紙の大きさはＡ列６番とし、中央点線の所から二つ折とすること。 
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様式第２号　（２）（第４５条関係）

様式第２号（２）(第45条関係) 
                （表 面） 
┌───────────────────────────────────┐ 
│                            第     号│ 
│                                   │ 
│                            年 月 日発行│ 
│                                   │ 
│                                   │ 
│                      身 分 証 明 書    │ 
│                                   │ 
│                                   │ 
│                         官職及び氏名    │ 
│                                   │ 
│                                   │ 
│                            年 月 日生 │ 
│                                   │ 
│                                   │ 
│                                   │ 
│                                   │ 
│                                   │ 
│                                   │ 
│                                   │ 
│                   上記の者は、公害健康被害の補償等│ 
│                  に関する法律第140条第１項 の 規 定 に│ 
│                  よる立入検査に従事する職員であるこ│ 
│                  とを証明する。          │ 
│                                   │ 
│                          都道府県知事  │ 
│                          又は政令市長   │ 
│                                   │ 
└───────────────────────────────────┘ 

                （裏 面） 
┌───────────────────────────────────┐ │                                   │ 
│   公害健康被害の補償等に                     │ │                                   │ │   関する法律抜粋                         │ 
│                                   │ │                                   │ │ （診療を行なつた者等に対する報告   他の物件の提示を求められて、こ│ 
│                                   │ │ の徴収等）              れに従わず、若しくは虚偽の報告│ │                                   │ 
│                    をし、又は同項の規定による質問│ │第140条 都道府県知事 は、認 定 又 は                  │ │                    に対して、答弁せず、若しくは虚│ 
│ 補償給付(療養の給付を除く｡以下こ                  │ │                    偽の答弁をした者       │ │ の項において同じ。）の支給に関し必                    
│                                   │ │ 要があると認めるときは、当該認定 第149条 法人の代表者又は 法 人 若 し  │                                   │ 
│ の申請に係る診断又は補償給付に関  くは人の代理人、使用人その他の従│ │                                   │ │ する診療、薬剤の支給若しくは手当  業者が、その法人又は人の業務に関│ 
│                                   │ │ を行なつた者又はこれを使用する者  し、第146条 第 １ 号 若 し く  は  第  ３ │                                   │ 
│ に対し､その行なつた診断又は診療、  号又は第147条の違反行為 を し た と │                                   │ │ 薬剤の支給若しくは手当につき、報  きは、行為者を罰するほか、その法│ 
│                                   │ │ 告若しくは診療録、帳簿書類その他  人又は人に対しても、各本条の刑を│ │                                   │ 
│ の物件の提示を求め、又はその職員  科する。            │ │                                   │ │ に質問させることができる。                     │ 
│                                   │ │                                   │ │２ 前条第２項の規定は前項の規定に                   
│                                   │ │ よる質問について、同条第３項の規                  │ │                                   │ 
│ 定は前項の規定による権限について                  │ │                                   │ │ 準用する。                             │ 
│                                   │ │                                   │ │第146条 次の各号の一に該当 す る 者                    
│                                   │ │ は、20万円以下の罰金に処する。                   │ │                                   │ 
│ 三 第140条第１項の規定に よ り 報                    │                                   │ │  告若しくは診療録、帳簿書類その                  │ 
│                                   │ └───────────────────────────────────┘ 

  備考 用紙の大きさはＡ列６番とし、中央点線の所から二つ折とすること。 
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